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電話相談

平日（水曜日除く）：10～20時

水曜日：12～22時

土曜日と祝日：10～18時

☎ 03-3980-4108
0120-965-419（携帯電話は使えません。）

メール相談

※迷惑メール拒否設定をされている場合は、センター
からの返信を受信できるように設定してください。

　未成年の子どもがいる夫婦の離婚に関しては、親権者、養育費、面会交流などについて取り決めておくこと

が大切です。

　養育費・親子交流相談支援センターでは、子どもの養育費の取り決め方や養育費の算定の仕方、いつからい

つまでもらえるのか、養育費の支払われない時、再婚した時、子どもの親子交流等の相談に応じています。

養育費・親子交流の相談
養育費・親子交流相談支援センター
http://www.youikuhi-soudan.jp ※厚生労働省 委託事業

随時　info@youikuhi.or.jp

相談種別 相談内容 相談日時 相談場所・電話番号など

一般相談
（市民相談員、市職員）

離婚の手続き、金銭
貸借など、日常発生
する悩みごと

市民相談センター
（市民相談員による相談）
月～金曜日
9時～16時
（12～13時除く）
※受付は8時45分～15時
30分（状況により早く
受付終了することがあ
ります。）

各支所
（市職員による相談）
月～金曜日
8時30分～17時15分＊3

（12～13時除く）

市民相談センター
☎216-1205　［FAX］216-1144

谷山支所総務課 ☎269-8404

伊敷支所総務市民課 ☎229-2111

吉野支所総務市民課 ☎244-7111

吉田支所総務市民課 ☎294-2211

桜島支所桜島総務市民課 ☎293-2345

喜入支所総務市民課 ☎345-1111

松元支所総務市民課 ☎278-2111

郡山支所総務市民課 ☎298-2111

法律相談（弁護士）
※予約制

民事上の法律問題な
ど全般

市民相談センター
（月・火・水・金曜日）
13時30分～16時30分
※オンライン相談可

谷山支所（木曜日）
13時30分～16時30分

市民相談センター
☎216-1205　［FAX］216-1144

谷山支所総務課 ☎269-8404

＊3　令和８年１月から、本庁・各支所の開庁時間の変更に伴い、窓口相談の時間が8時45分～16時30分に変わります。ただし、電話
相談はこれまでどおり記載の時間で対応します。
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ひとり親家庭に対する手当や
助成について知りたい

★
★
★

児童手当

対 象 者

支給月額

　次代の社会を担う子どもの健やかな育ちを支援するために支給しています。原則、申請の翌月分から支給さ

れます。公務員の方は勤務先で手続きしてください。

高校生年代まで（18歳到達後最初の３月31日まで）の児童を養育している方

問い合わせ先／こども福祉課：216-1261（谷山子育て支援課・各支所福祉課・保健福祉課）

問い合わせ先／こども福祉課：216-1260（谷山子育て支援課・各支所福祉課・保健福祉課）

問い合わせ先／こども福祉課：216-1260（谷山子育て支援課・各支所福祉課・保健福祉課）

※所得制限なし

※多子加算は親等の経済的負担がある22歳年度末までの子が対象

児童扶養手当

支 給 額

　父または母がいないか、父または母が重度の障害者である児童（18歳に達する日以後の最初の３月31日ま

で、または一定の障害状態にある20歳未満）を監護している父または母、または父母にかわって養育している方

に支給されます。

月額…46,690円～11,010円

▶ ２人目以降…11,030円～5,520円加算

※申請の翌月分から支給されます。

※ただし、所得が所得制限限度額以上のとき、児童が児童福祉施設等に入所しているときなど

は支給されません。

※支給額は物価高騰などにより改定される場合があります。最新の支給額は市ホームページに

てご確認ください。

市民福祉手当

　４月１日現在で、本市に引き続き1年以上居住（住民登録されている）するひとり親家庭等で義務教育中の児

童を養育している方に支給されます。毎年度申請が必要です。

支 給 額 年額…24,000円

ただし、児童が児童福祉施設等に入所しているときなどは支給されません。

愛の福祉基金

　篤志家からの寄付金を基金に積み立て、その運用利息等で、ひとり親家庭等の新中学校１年生にお祝いの図

書カードを贈呈しています。対象者には市役所からお知らせの文書を送付しています。

問い合わせ先／こども福祉課：216-1260

交通遺児見舞積立基金

　交通事故で親を亡くされるなどした小・中学生に毎年２回、図書カード等を贈呈しています。

問い合わせ先／安心安全課：216-1209
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年齢区分 支給月額（児童1人当たり）

第１・２子
3歳未満 15,000円

3歳～高校生年代 10,000円

第3子以降 0歳～高校生年代 30,000円

ひとり親控除 現に婚姻しておらず、生計を一にする子を有する人

寡婦控除
⎧ひとり親控除に⎫
⎩ 該当しない方 ⎭

①夫と離婚した後、婚姻をしておらず、扶養親族を有する人
②夫と死別した後、婚姻をしていない人または夫の生死が明らかではない一定の人

控除の種類 扶養親族（※）
あり ・ なし

控除額

死別（生死不明） 離婚 未婚のひとり親

ひとり親控除 あり
【　子　】

３０万円（住民税）
３５万円（所得税）

寡婦控除
（女性のみ）

あり
【　子以外　】

２６万円（住民税）
２７万円（所得税） ―

なし ２６万円（住民税）
２７万円（所得税） ―

種類 対象経費 補助額

公正証書等作成促進補助金
公正証書（強制執行認諾約款付き）、調停調書、審判書などの
養育費の取り決めに要する費用
（公証人手数料、収入印紙、連絡用の郵便切手代　など）

上限３万円

弁護士費用補助金 弁護士等に依頼して、養育費の請求に係る強制執行申立てを
行う場合の弁護士費用（着手金に限る） 上限10万円

年齢区分 支給月額（児童1人当たり）

第１・２子
3歳未満 15,000円

3歳～高校生年代 10,000円

第3子以降 0歳～高校生年代 30,000円

ひとり親控除 現に婚姻しておらず、生計を一にする子を有する人

寡婦控除
⎧ひとり親控除に⎫
⎩ 該当しない方 ⎭

①夫と離婚した後、婚姻をしておらず、扶養親族を有する人
②夫と死別した後、婚姻をしていない人または夫の生死が明らかではない一定の人

控除の種類 扶養親族（※）
あり ・ なし

控除額

死別（生死不明） 離婚 未婚のひとり親

ひとり親控除 あり
【　子　】

３０万円（住民税）
３５万円（所得税）

寡婦控除
（女性のみ）

あり
【　子以外　】

２６万円（住民税）
２７万円（所得税） ―

なし ２６万円（住民税）
２７万円（所得税） ―

種類 対象経費 補助額

公正証書等作成促進補助金
公正証書（強制執行認諾約款付き）、調停調書、審判書などの
養育費の取り決めに要する費用
（公証人手数料、収入印紙、連絡用の郵便切手代　など）

上限３万円

弁護士費用補助金 弁護士等に依頼して、養育費の請求に係る強制執行申立てを
行う場合の弁護士費用（着手金に限る） 上限10万円

（令和7年4月1日現在）
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年齢区分 支給月額（児童1人当たり）
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遺族基礎年金

　遺族基礎年金は次のいずれかに該当する人が死亡したときに、その人によって生計を維持していた子のある

配偶者または子に支給されます。子とは未婚で18歳になって最初の年度末までの子、または20歳未満で１級あ

るいは２級の障害のある子をいいます。ただし、「子のある夫」が請求できるのは、平成26年４月１日以降に妻

が死亡した場合です。

１.国民年金の被保険者 
２.国民年金の被保険者であった人で日本国内に住所を有し60歳以上65歳未満の人 
３.老齢基礎年金の受給権者（保険料納付済等期間 25年以上） 
４.老齢基礎年金の受給資格期間を満たした人。（保険料納付済等期間 25年以上） 
　ただし、１または２に該当する人が死亡した場合は、死亡日の前日において、死亡日の属する月の

前々月までの被保険者期間に保険料の未納の期間が３分の１以上ないこと、または死亡日の属する

月の前々月までの１年間に保険料の未納がないことが必要です。

問い合わせ先
鹿児島北年金事務所（代表）　☎ 225-5311　鹿児島南年金事務所（代表）　☎ 251-3111
国民年金課　☎ 216-1224　谷山支所市民課、各支所総務市民課

ひとり親家庭に対する手当や
助成について知りたい

★
★
★

★
★
★

税の軽減控除≪ひとり親控除・寡婦控除≫

　合計所得金額500万円以下の人でひとり親又は寡婦に該当する場合は、一定の金額を所得金額から差し引く

ことができます。    

　控除対象者は以下の条件に該当し、事実上婚姻関係と同様の事情にあると認められる者がいない人です。

問い合わせ先／市民税課：216-1174～1175　鹿児島税務署：255-8111

※総所得金額等が48万円以下。ただし、令和7年分以後の所得税及び令和8年度以後の住民税については、総所
得金額等が58万円以下
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母子父子家庭等医療費助成

対 象 者

　ひとり親家庭等の方々の医療費の一部を助成しています。

○児童を扶養しているひとり親家庭の母または父

○ひとり親家庭の母または父に扶養されている児童

○父母のいない児童

※ここでいう児童は、18歳に達する日以後の最初の３月31日までにある人、または
　一定の障害状態にある20歳未満の人

助 成 額

ひとり親及び寡婦の要件・控除額

保険診療による一部負担金の額を助成します。

ただし、児童扶養手当の所得制限限度額以上のときなどは助成されません。

問い合わせ先／こども福祉課：216-1261（谷山子育て支援課・各支所福祉課・保健福祉課）

こども医療費助成

対 象 者

　こどもの健康と健やかな育成を図るため、こどもの医療費の一部を助成します。所得制限はありません。

・中学３年生（15歳に達する日以後の最初の３月31日）までのこども
（市町村民税非課税世帯は18歳に達する日以後の最初の３月31日まで）
・生活保護等、他の医療扶助を受けていないこども

助 成 額 保険診療による一部負担金の額

問い合わせ先／こども福祉課：216-1261（谷山子育て支援課・各支所福祉課・保健福祉課）

国民年金保険料の免除

　国民年金保険料を納めることが困難なとき、将来の年金受給権を確保するため免除制度が設けられてい

ます。

問い合わせ先／国民年金課：216-1224 谷山支所市民課、各支所総務市民課

国民健康保険一部負担金の減免

　申請世帯の実収入月額が、前年同月と比較して３割以上減少し、かつ、生活保護基準額に1.3を乗じて得られ

る額以下となる場合、または火災その他の災害を受けた場合は、申請月から３ヶ月以内の期間、一部負担金の

減免を受けられる場合があります。

問い合わせ先
国保の給付・資格について

健診・保健指導について

国保税の計算・内容について

国保税の納入・還付について

谷山支所市民課、各支所総務市民課

…………………… 給付係：☎ 216-1228

……………… 保健事業係：☎ 808-7505

…………………… 賦課係：☎ 216-1229

…………………… 納税係：☎ 216-1230
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